（様式第３号）

被災宅地危険度判定士　実務経験証明書
下記の者は、　□土木、建築又は宅地開発に関する技術に関して、
□土木、建築又は宅地開発に関して、
□二級建築士として、
□土木、建築又は造園に関する二級施工管理技士として、　下記のとおり実務の経験を有することを証明します。
　　　　　　　年　　　月　　　日
職名　　　　　　　　　　　　　　　　　
証明者
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
記
	被証明者

氏名
	
	被証明者

生年月日
	西暦

年　　月　　日
	証明期間
	年　　月から
年　　月まで

	職名
	主な経験の内容
	期間

	
	
	年　　月から　　　　年　　月まで

	
	
	年　　月から　　　　年　　月まで

	
	
	年　　月から　　　　年　　月まで

	
	
	年　　月から　　　　年　　月まで

	
	
	年　　月から　　　　年　　月まで

	
	
	年　　月から　　　　年　　月まで

	
	
	年　　月から　　　　年　　月まで

	
	
	年　　月から　　　　年　　月まで

	
	
	年　　月から　　　　年　　月まで

	合計
	年　　ヶ月


「被災宅地危険度判定士実務経験証明書」記入上の注意

１．「被災宅地危険度判定士登録申請書」または「被災宅地危険度判定士資格要件申告書」で、「実務経験証明書」の添付が必要となる方は、本様式に実務経験内容を記入し、提出してください。
なお、以下に該当する方は、本様式の提出は不要です。
・別表「該当する資格要件」：カ「技術士」のうち建設部門
・別表「該当する資格要件」：キ「一級建築士」

・別表「該当する資格要件」：コ「一級（土木・建築・造園）施工管理技士」
２．各欄の記入手順

(1)証明書の「下記の者は」に続き、該当するもの一つを選択してください。
・認定登録対象者の区分【1】（該当する資格要件・カ「技術士（建設部門）」及びキ「一級建築士」を除く）：「土木、建築又は宅地開発に関する技術に関して」を選択
・認定登録対象者の区分【2】：「土木、建築又は宅地開発に関する技術に関して」を選択
・認定登録対象者の区分【3】：「土木、建築又は宅地開発に関して」を選択
・認定登録対象者の区分【4】：のうち、別表「該当する資格要件・ケ（二級建築士）」に該当：「二級建築士として」を選択
・認定登録対象者の区分【4】：のうち、別表「該当する資格要件・サ（二級（土木・建築・造園）施工管理技士）」に該当：「土木、建築又は造園に関する二級施工管理技士として」を選択

(2)証明年月日は、証明者が証明を行った日を記入してください。

(3)被証明者（申請者）は必ず、証明者（勤務先の代表者や所属長など、管理すべき役職にある方）の確認及び了解を得たうえで提出してください。
(4)証明者が証明できる範囲は、証明者と被証明者が同一勤務先の場合のみ（出向及び派遣並びに会社分割、合併及び名称変更等の場合を除く）となります。なお、転職等により異なる勤務先での証明が必要な場合は、証明書を別葉とし、それぞれの証明者の確認及び了解を得たうえで提出してください。
(5)「証明期間」欄には、証明者が、被証明者の実務経験について証明できる期間を記入してください。なお、証明期間は月単位で記入し、その初日が毎月の１日（朔日）でない場合には、最初の月はその期間に算入しないでください。

(6)「職名」欄には、証明期間内に被証明者が就いていた役職の名称を具体的に（例えば「××部××課××係　主任」等）記入してください。

(7)「主な経験の内容」欄には、「職名」欄に記載した役職にいた期間中に行った具体的な業務の名称を、概ね２年毎に一つ以上記載してください。

(8)「期間」欄には、「職名」欄に記載した役職に就いていた期間を記入してください。なお、その期間は「証明期間」欄と同様に月単位で記入し、その初日が毎月の１日（朔日）でない場合には、最初の月はその期間に算入しないでください。

(9)「合計」欄には、「期間」欄に記入した期間の年月を合計し記入してください。なお、期間が重複している場合、二重計上は認められません。
（例①：X課A業務：R2.1月～R2.5月　Y課B業務：R2.9月～R2.12月⇒９か月）

（例②：X課C業務：R2.1月～R2.8月　X課D業務：R2.6月～R2.10月⇒10か月）
